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• 2025年までの建築費の動向 

建築市場の経済環境 
人口、世帯数、消費税 

② 建設事業の供給 
 ・ 建設就業者数 
 ・ 建設資材価格 
 ・ 供給能力 
 

④④ 建築費水準の動向 
2025年に向けての建築プライスの動向 

建築市場 

③ 需給市場 
・ 生産性 

     ・ 需給ギャップ 

① 建設投資の需要 
 ・ 民間住宅 
 ・ 民間非住宅 
 ・ 公共建築 
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• 2015～2025年までの建築費動向予測 
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【出典】

・ 建築プライス：鉄筋コンクリート造、 集合住宅 、東京地域（SFC）（1990年=100）

・ 建築着工床面積：建築着工統計調査（国交省）（1991年＝100）

・ 建設業就業者数：労働力調査（総務省）（1997年＝100）

消費増税駆け込み需要 (1997年)

人手が潤沢にあり、建築費が上がら

ず対応できた

需給ギャップ (1986年~1990年)

バブル期、長期に需要急増

コスト上昇 （2008年）

鉄資材価格高騰

大幅な需要減も建築費アップ

需給ギャップ （2013年）

労働者数減少時に需要が短

期的に集中増

リーマンショック(2009年)

需要急減

2017年4月

消費増税

2018年以降プライスは

ピークを迎える

東京五輪以降の需

要がみえない


